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ご挨拶
旧年中は、格別のご厚情を賜り、心より御礼申し上げます。本年は、変化のスピードが増す中で、私たち
の学びと実務の蓄積を、より早く・分かりやすく皆さまへ還元することに力を入れてまいります。その一
環として、SNSやWebでの情報発信を強化し、AIも活用しながら情報を整理して、要点と実務の打ち手を
タイムリーにお届けできる体制を整えていきます。 また今年は、顧問先・クライアントの皆さま向けに
無料セミナーの提供も予定しております。制度改正や実務対応のポイントを、「知って終わり」ではなく
「明日から使える」形で共有し、意思決定と実行の速度を高めるお手伝いができれば幸いです。難しくな
りがちな税務・会計の話も、「結局どう考えるか」「何から着手するか」という視点を大切に、理屈に寄
りすぎず、現場に根ざした言葉でお伝えしてまいります。本年も、どうぞよろしくお願い申し上げます。 
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昨年の学びを、2026年の実務へ 

昨年は、より良いサービス提供のために「学び」への投資を計画的に強化しました。年間予算とし
て500万円を確保し、研修・セミナー・実務研究を通じて知見をアップデートしてまいりました。

株式会社 エイメイコンサルティング 代表取締役 高橋英明 

私自身、顧問先の皆さまへ「未来に向けた学びへの投資は、先に確保しましょう」とお伝えしてい
るからこそ、まず自ら実践し体現した一年です。そして2026年は、代表だけでなくスタッフも含
めて年間700万円の投資枠を確保し、組織として学び、品質を底上げします。
学びを“知識”で終わらせず、顧問先ごとの状況に合わせて整理し、意思決定と実務の打ち手に落と
し込んで還元します。私たちの目標は、単なる改善ではなく䎹真のブレイクスルーを伴走するこ
とです。私は自らを「レベルアップ請負人」と位置づけ、数字を整え、判断を明快にし、次の一手
が実行できる状態づくりに徹底して向き合ってまいります。
2026年も、どうぞご期待ください。
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Event Informetion

2時間で完成：社長のための“AI経営参謀ノート”の作り方（NotebookLM）

＋“簡易AI秘書プロジェクト”（ChatGPT）

生成AIを「調べる／まとめる」だけで終わらせず、実務で回る“型”として作り込みます。前半はNotebookLMで、
社内資料やWeb情報を根拠つきで整理し、経営判断に使える“AI経営参謀ノート”を作成。後半はChatGPTで、議
事録・月次コメント・社内連絡などをブレなく出すための“簡易AI秘書プロジェクト”を作ります。2時間で「理解
した」と「持ち帰って使える」の両方を満たす、手を動かす実践型セミナーです。

セミ ナーの詳 細確 認と お
申込 みはこち らの QRコ
ード を読み込 みくださ い 

お申込みはこちら

儲け方を考える１DAY ワークショップ 高収益化に向けた決算の対策と事業構造を構築する

「儲け方を考える1DAYワークショップ」は、数字が“わかる”状態をつくり、5年先を見据えた事業構造を設計して
逆算での経営計画に落とし込む実践型セミナーです。経営計画作成指導員のサポートのもと、自社の課題に合わせ
て計画を作成します。

セミ ナーの詳 細確 認と お
申込 みはこち らの QRコ
ード を読み込 みくださ い 

お申込みはこちら

人事・補助金NEWS｜一般事業主行動計画：申請で慌てない“先手の整備” 
補助金申請では「次世代法に基づく一般事業主行動計画」の策定・公表が求められるケースが増えています。特に従業員21
名以上の事業者では、申請要件となる制度もあるため注意が必要です。計画は、目標（例：育休取得率、残業時間など）と
対策・実施時期を盛り込み、策定後は「両立支援のひろば」で公表します。掲載まで約2週間かかるため、締切の3週間前に
は着手するのが安全です。早めに整えておくことで、申請時の“取りこぼし”を防げます。

補助金・政策NEWS｜令和7年度補正予算：中小企業支援の柱を先読み 
令和7年度補正予算案では、中小企業支援策が「省力化」「成⾧投資」「賃上げ」の3本柱で強化される見通しです。省力化
投資ではロボット・自動化等への支援が明確化され、既存基金から約1,800億円が確保。IT導入補助金は「デジタル化・AI
導入補助金」へ名称変更となり、AI活用を含む業務効率化がより広く対象になる可能性が示唆されています。予算成立後
（3月頃）に制度が動くことも想定されるため、投資計画と要件整理を前倒しで進めるのがおすすめです。

2026年度税制改正大綱では、個人の申告・資産管理に直結する見直しが示されています。青色申告特別控除は、電子申告や
電子帳簿保存など“デジタル対応”を満たすことで上限が最大75万円へ拡大する一方、紙申告は控除が大きく縮小される方向
です。暗号資産は、条件付きで分離課税（20.315％）導入が見込まれ、ふるさと納税は高所得者向けに控除上限が設けられ
る予定です。改正時期が論点ごとに異なるため、早めの準備がカギになります。

TAX NEWS | 2026年度税制改正大綱：個人で影響大の3点 


